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実務対応報告公開草案第 46 号 

「平成 28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い（案）」

に対する意見 

 

 

日本公認会計士協会 

 

当協会は、貴委員会において平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更への対

応を緊急に取りまとめられたことに敬意を表すとともに、公表されました実務対応報告

公開草案第 46 号「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取

扱い（案）」（以下「本公開草案」という。）に対して、以下のとおり意見を申し上げま

す。 

 

１．総論 

（意 見） 

平成 28 年度税制改正に対応して減価償却方法を変更する場合の取扱いを明らかに

する本公開草案の内容に賛成する。 

 

（理 由） 

減価償却に関して、これまでいわゆる税法基準による会計処理が実務上一定の範囲

で認められてきたこと等を踏まえると、今般の税制改正を要因とする減価償却方法の

変更に限って会計基準等の改正に伴う会計方針の変更とする取扱いについては、監査

及び会計実務の安定的な運用確保の観点から一定の合理性があると考える。 

 

 

２．抜本的見直しについて 

（意 見） 

抜本的見直しについては、実務への影響も大きいことから、今後の税制改正の予定

は不確定であるが、減価償却に関する会計基準の開発着手の合意形成を行い、そのス

ケジュールを明示していただくことを希望する。 

 

（理 由） 

公開草案第 14 項では、「今後、当委員会において、抜本的な解決を図るために減価

償却に関する会計基準の開発に着手することの合意形成に向けた取組みを速やかに

行うことを前提として、第 2 項に記載する実務上の取扱いを定めることとした。」と

されている。また、本公開草案第 15 項で、「本実務対応報告は、取り扱う範囲を平成

28 年度税制改正に係る減価償却方法の改正に限定して緊急に対応したものであり、

CL3



- 2 - 
 

今回に限られたものとする。」とされている。 

このため、税制改正大綱が公表されてから会計基準の検討を行うことでは間に合わ

ない可能性があることを踏まえ、減価償却の会計基準の開発に向けた検討を進める必

要があると考えられる。 

 

 

３．注記について 

（意 見） 

本実務対応報告は、公表日以後最初に終了する事業年度のみに適用される（本公開

草案第５項）。このため、公表日以後最初に終了する事業年度に平成 28年４月１日以

後取得した建物附属設備又は構築物がない場合、当該事業年度への影響はないことに

なるが、その場合でも翌事業年度以後将来の期間に影響を及ぼす可能性があるときは

本公開草案第４項の注記が必要であるということでよいか。また、このような場合、

平成 28 年４月１日以後初めて建物附属設備又は構築物を取得した将来の年度におい

ては、本公開草案第４項の注記は不要ということでよいか。 

 

 

４．適用時期について 

（意 見） 

平成 28 年４月１日以後最初に終了する四半期会計期間に係る四半期報告書の提出

日が本実務対応報告の公表日前である場合、本公開草案第４項の注記は本実務対応報

告の公表日後最初に到来する四半期会計期間又は事業年度に行うことでよいか。 

 

 

以  上  
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